
1．はじめに
A市は，人口6万5千人の首都圏近郊にある地方都市

であり，かつては農業や漁業で栄えていた。しかし，昭
和30年代をピークに人口が減少に転じ，特に18～22歳
の女性の市外流出の多さが指摘されている。また，高齢

化率は30％を超え，2035年には50％を超える推測が出
されている。そこで，地域社会の最小単位である家族に
着目し，このような背景をもつ地域で生活する家族に焦
点をあてた支援の創出の必要性が考えられた。
家族には情緒の安定をもたらす機能，生産的な社会人
を輩出する機能，家族の連続性を保ち人間社会を存続さ
せる機能，経済的資源を提供し配分する機能と健康を維
持する機能がある。Barnhill1）は，上記に示したような
家族の機能を健康的に保つ概念として，家族内のコミュ
ニケーションの明瞭さ，家族内役割の相互依存性などを
示し，良好な家族内システムをもつ健康で健全な家族の

背景・目的：家族は社会における最小単位であり，その役割への期待は大きい。地方都市では，人口流出や
高齢化がすすんでいる。このような状況における家族の実態把握は重要である。そこで，本研究では，その
様な地方都市であるA市に焦点をあて，A市在住およびA市を生活圏とする家族の家族機能の特徴を明らか
にすることを目的とした。
方法：A市家族を対象とした家族機能および属性・社会背景に関する自記式質問紙による調査を行った。家
族機能は，日本語版家族力学尺度Ⅱ（以下FDMⅡとする）を用いて測定し，記述統計量を算出した。また，
FDMⅡと属性・社会背景との関連を分析し影響要因を検討した。
結果：質問紙は590部配布し279部回収，回収率は47.3％であった。回答者の平均年齢は50.9歳であった。
FDMⅡ6項目の平均スコアは「相互依存―孤立（4.45：SD±0.69）」「明瞭なコミュニケーション―不明瞭なコ
ミュニケーション（4.37：SD±0.69）」「個別性―巻き込み（4.17：SD±0.42）」「役割相互依存―役割葛藤（4.11：
SD±0.60）「安定性―無秩序（3.99：SD±0.53）」「柔軟性―硬直性（3.77：SD±0.50)」であり総じて高かった。
「役割相互依存－役割葛藤」と，健康問題の有無，家族内問題の有無に負の相関があった。特に30歳～49歳
代では，「役割相互依存－役割葛藤」「明瞭なコミュニケーション－不明瞭なコミュニケーション」の項目にお
いて，負の相関が強くみられた。
結論：A市家族の家族機能は総じて高く，強みを活かした支援の必要性，および，高齢者や地域社会を支え
る30歳～49歳世代に焦点をあて，普段から家族内コミュニケーションやサポートを求める力を高める支援
の必要性が示唆された。
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4．3　調査方法
調査用紙は，A市家族の幅広い世代のデータが収集で
きるように，A市市内にあるクリニック１ヶ所，企業・
事業所2ヶ所，市民団体1団体，乳幼児健診１ヶ所に調
査協力を依頼した。協力の同意を得られた前述各所にお
いて，研究者が，研究対象者に対して文書と口頭で説明
を加えながら調査用紙を配布した。企業・事業所におい
ては，管理者を通して従業員に配布を依頼した。調査用
紙は，全て郵送法により回収した。調査期間は，平成
27年2月から3月中旬であった。

4．4　調査内容
調査内容は，以下の2種類の質問紙を用いた。
１）家族機能
家族機能は，FDMⅡを用いてスコア化した。FDMⅡ
は，「個別性－巻き込み」，「相互依存－孤立」，「柔軟性
－硬直性」，「安定性－無秩序」，「明確なコミュニケーシ
ョン－不明確なコミュニケーション」，「役割相互依存－
役割葛藤」の６つの側面，66項目により構成された尺度
である。「強く賛成である」から「強く反対である」まで
の6段階のリッカートスケール（図１）であり，スコア
が高いほど，家族機能が高い。すなわち，健康で健全な
健康的な家族内システムを持つことを示す。FDMⅡは，
信頼性･妥当性が検討されている 6）。質問紙には，家族
の定義として，「家族とは，ともに暮らし，お互いに深
くかかわりあっている，二人またはそれ以上の人々の集
まり」と明記した。

２）属性・社会背景
属性・社会背景を尋ねる質問紙にも，家族の定義とし
て，「家族とは，ともに暮らし，お互いに深くかかわり
あっている，二人またはそれ以上の人々の集まり」と明
記し，年齢，性別，家族の構成員数，教育背景・年数，
家族員，職業，家族内の疾患の有無，家族内の問題の有
無を問う項目を設けた。家族内問題については，「あな
たに強い影響力をもつ家族のひとや家族の生活に関わる

特徴を示した。これらの機能が低下すると，健康状態の
悪化，緊急時や災害時における脆弱性が起こると言われ
る。家族機能を高める支援を行うことにより，家族員の
健康は維持され，問題が生じた場合の家族内のつながり
や地域における共助の促進など，地域の一員としての役
割発揮につながると考えられる。このように，家族機能
を高める支援を創出することは，当該地域において，住
民が健康かつ健全な生活を維持・継続するためのひとつ
の方略になると考えられる。また，地域課題の対応の根
拠にもなりうる。
家族機能を測定する尺度はいくつか開発さているが 2）3）4），
上記に示したような社会の中での家族の役割・機能に着
目し，健康で健全な家族の概念枠組みに基づきスコア化
された尺度として，Family Dynamisc Meature5）がある。
この尺度は，文化や性による影響を受けない尺度として
看護学研究者により開発された。その日本語版として日
本語版家族力学尺度（Family Dynamic Meature Ⅱ :以下
FDMⅡとする）が開発されている 6）。家族機能を6側面
から評価することを可能にするFDMⅡは，本研究の目
的に合致していると考えられた。
そこで，本研究では，FDMⅡを用いて，A市在住お
よびA市を生活圏とする家族（以下，A市家族とする）
の家族機能の特徴を明らかにし，地域住民や地域住民を
支える立場にある方への支援方法を検討する際の基礎資
料を得ることを目的に調査を行った。

2．研究目的
本研究の目的は，A市家族の家族機能の実態を把握し，
その特徴を明らかにすることである。

3．用語の定義
本研究では，「家族」について，「ともに暮らし，お互

いに深くかかわりあっている，二人，またはそれ以上の
人々の集まり」と定義した。また，「健康で健全な家族」
とは，家族員の健康維持，予期せぬ出来事や問題への家
族内対処，地域における共助など，家族が地域の一員と
しての役割を発揮し，結果として地域の絆の強化に貢献
しうる家族と定義し， FDMⅡによりスコア化されるも
のとする。

4．研究方法
4．1　研究デザイン
本研究は，量的，横断的研究デザインである。

4．2　調査対象
調査対象は，A市在住，または，A市を生活圏として
いる家族である。

図１．FDMⅡ日本語版の一部
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（4.17：SD±0.42）」，「役割相互依存―役割葛藤（4.11：
SD±0.60），「安定性―無秩序（3.99：SD±0.53）」，「柔
軟性―硬直性（3.77：SD±0.50）」の順にスコアが高かっ
た。すべての平均スコアが，3.5ポイント以上であり肯
定的回答，すなわち家族機能が良好な状態であることが
示された。また，「相互依存－孤立」が最もスコアが高く，
「柔軟性－硬直性」のスコアが最下位であった（表２）。
FDMⅡの全側面を包含したCronbachαは0.86であり
内的整合性が確認された。

5．3　家族機能と社会背景の関連
家族機能に影響を与える要因の抽出のために，家族機
能と社会背景の関連を検討し以下に示した。

5．3．1　家族機能と健康問題の有無，家族内問題の有
無の相関関係

FDMⅡの6項目と，家族内の健康問題の有無，およ
び，家族内問題の有無について，Spearman順位相関係
数を用いて検討した。その結果，「役割相互依存－役割
葛藤」との間に負の相関が見られた（表3）。これは，家
族内に健康問題を抱える家族員や，家族に影響を及ぼす
変化があると，家族内での役割が葛藤側に傾くことを示す。

5．3．2　代表値世代（50歳－69歳）の家族機能の特徴
次に，家族支援の焦点，および，ターゲット世代を特
定するために，代表値世代と他の年代のFDMⅡの各項
目について，Mann- Whitney　 U検定を用いた2群間
比較を行った。その結果，特に有意差のあるFDMⅡの
項目はみられなかった（表4）。
また，代表値世代において，先に有意差のみられた

FDMⅡ6項目と健康問題の有無，家族内問題の有無と
関連について，Spearman順位相関係数を用いて検討し
た結果，有意な相関はみられなかった（表5）。

5．3．3　若年層世代（30歳－49歳）の家族機能と影響
要因
代表値世代（50歳－69歳）において，FDMⅡ6項目と，

健康問題の有無，家族内問題の有無の相関がみられなか
ったため，若年層世代（30歳－49歳）における，FDM
Ⅱ6項目と，健康問題の有無，家族内問題の有無の相関
を検討した。その結果，健康問題の有無では，「安定性
－無秩序」「明確なコミュニケーション－不明確なコミ
ュニケーション」に弱い負の相関，「役割相互依存－役
割葛藤」に強い負の相関がみられた。また，家族内問題
の有無では，「役割相互依存－役割葛藤」に弱い負の相
関がみられた（表6）。この世代の結果より，健康問題の
有無や，家族内問題の有無により，家族機能に望ましく
ない影響が生じていることが言える。

問題や変化はありますか」という問いに対して，「はい」
または「いいえ」の選択肢を設けた。「はい」の場合には，
具体的に内容を記載できる自由記載欄を設けた。

4．5　分析方法
統計解析ソフトSPSS ver.22を用い，記述統計量の算
出および，社会背景と家族機能の相関係数，属性・社会
背景別による検定を行った。

4．6　倫理的配慮
所属機関の倫理審査委員会の承認を得て実施した（承
認番号26－11）。質問紙は無記名とし，ポストへの投函
をもって同意とみなした。
5．結果
5．1　対象者の概要
質問紙は590部配布し279部回収，回収率は47．3％
であった。
社会背景の概要は表１に示した。回答者の平均年齢は

50.9歳（19－85歳，SD±14.76），性別は，男性104名
（41.5％），女性147名（58.5％）であった。家族員の平
均人数は3.73人であった。そのうち，70歳以上の高齢
者のみであり家族員が2人以上の世帯は16件（5.7％）で
あった。17歳以下の子どもがいる世帯は82件（29.4％）
であった。6歳以下の子どもがいる世帯35件（12.5％）
であった。
家族員に何らかの健康上の問題が「ある」53件（19.0％），

「ない」176件（63.1％），無回答50件（17.9％）であった。
家族の健康上の問題の内訳は，「急性疾患」3件，「慢性
疾患」17件，「介護が必要」10件，その他23件であった。
家族内での変化や影響のある問題が「ある」42件（15.0％），
「ない」183件（65.6％），無回答54件（19.4％）であった。
回答者のうち，「A市出身」167名（59.9％），「同県内

出身」44名（15.8％），その他19名（6.8％），無回答49名
（17.5％）であった。配偶者が「A市出身」134名（48.0％），
「県内」44名（15.8％），その他50名（17.9％），無回答
51名（18.3％）であった。「A市に永久に住みたい/可能
な限り長くすみたい」は，199名（71.3％），「引っ越し
したい」22名（7.9％），その他7名（2.5％），　無回答
51名（18.3％）であった。A市出身の回答者の平均在住
期間48.22年（7－82年，SD±15.1年），A市以外の出身
の回答者の平均A市在住期間30.01年（1－69年，SD±
16.23年）であった。（表１）

5．2　家族機能
A市の家族機能の6側面の平均スコアと精神状況のス

コアを表2に示した。「相互依存―孤立（4.45：SD±
0.69）」，「明瞭なコミュニケーション―不明瞭なコミュ
ニケーション（4.37：SD±0.69）」，「個別性―巻き込み
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表１．対象者の概要
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表2．A市家族の家族機能の各側面の平均スコア

13 17

表3．家族機能と健康問題の有無，家族内問題の有無の相関関係

14 17

Spearman
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表4．代表値世代 (50歳－69歳 )のFDMⅡ値の特徴

表5．代表値世代 (50歳－69歳 )の家族機能と健康問題の有無，家族内問題の有無との相関関係

16 17

Spearman

15 17

n.s

n.s

n.s

n.s

n.s

n.s

Mann-Whitney U    n.s: No signifi cant

市原　真穂・関戸　好子

― 114 ―



6．考察
6．1　 A市家族の家族機能の特徴
今回の結果，A市家族の家族機能のスコアは総じて高

かった。家族機能の側面をみると，「相互依存－孤立」「明
確なコミュニケーション－不明確なコミュニケーショ
ン」のスコアが相対的に高く，これは，家族内での結び
つきの強さや，家族同士の距離の近さを反映していると
考えられた。この結果は，先行研究での農村部の家族機
能 8）に似た得点傾向であった。また，今回の調査による
A市家族の家族員数は3.73人であり，全国平均である
2.42人，同県全体の2.44人 7）と比較して多く，農村部
等に多い従来型の多世代の拡大家族が多いことが伺える。
このことからも家族機能の良好さが支持される。したが
って，A市家族の家族機能の良好さの強みを活かした支
援を構成することが重要となると考える。
家族員に何らかの健康問題をもつ家族がいると答えた
割合をみると19％（57件）であり，先行研究の結果で
ある25.1%8）と比較的しても少ない。家族員の健康状態
について健康と捉えている家族が多く，このことも家族
機能の良好さに影響している可能性も考えられた。
一方で，家族員に何らかの健康問題があると，「役割

相互依存－役割葛藤」に望ましくない影響が生じている
ことが明らかになった。ひとたび家族員に健康問題が生
じると，家族の中での役割に負の影響が生じていた。こ
のことは，一般的な知見としてある家族の反応と予測は

できるが，普段からの家族内で病気などが生じた場合の
対処を考えておくというような具体的な準備への支援の
必要性が示唆された。

6．2　 30歳～49歳の若年層世代への家族支援の必要性
家族支援の焦点を検討するために分析した世代別の検
討結果において，30歳－49歳の若年層世代では，健康
問題の有無や家族内問題の有無により，「役割相互依存
－役割葛藤」「明瞭なコミュニケーション -不明瞭なコミ
ュニケーション」等に負の相関が見られることが明らか
になった。これは，従来型の家族構成が特徴のA市にお
いて，住民の30％を越える高齢者を支える役割，地域
における経済活動を支える役割，および次世代を育む役
割を担うことによる負担感が生じやすいと考えられた。
また，何か問題が生じると家族内での明瞭なコミュニケ
ーションに困難が生じやすくなることも伺え，ひとたび
何か問題が生じた際に，脆弱性が表出されてくる可能性
が示唆された。この世代への過負荷は，子世代の市外流
出にも影響を及ぼす可能性も否定できない。したがって，
この世代をターゲットとした家族機能を高める支援の必
要性が示唆されたと考える。具体的には，家族での対処
が必要な問題が生じたの際の家族内でのコミュニケーシ
ョンを促す支援，本人の健康状態の維持，地域との結び
つきの強化，地域内でのサポート体制つくり等である。

表6．30歳－49歳世代の家族機能と健康問題　の有無，家族内問題の有無との相関関係

17 17

Spearman
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7．結論
本研究の結果，以下の点が明らかになった。
・A市の家族機能は総じて高く，家族の結びつきの強さ
や，家族間の距離の近さが強みであり，この強みを活か
した支援を方向付ける必要性が示唆された。
・高齢者や地域社会を支える30歳～49歳世代の脆弱性
が考えられ，この世代をターゲットとした普段から家族
内コミュニケーションやサポートを求める力を高める支
援の必要性が示唆された。

本研究は，平成26年度千葉科学大学地域志向教育研
究経費の助成を受けて実施した研究の一部である。
本研究の一部は，平成26年度千葉科学大学地域志向
教育研究経費報告会，および，第24回日本健康教育学
会学術大会（前橋）にて発表した。
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